
大分県介護サービス基盤整備事業費補助金交付要綱 
（趣旨） 

第１条 知事は、高齢者が可能な限り住み慣れた地域において継続して日常生活を営むこと

を可能とするため、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進することを

目的とし、大分県介護サービス基盤整備事業実施要領（平成２７年９月２日伺定。以下

「実施要領」という。）に基づき、市町村及び民間事業者が介護施設等の整備事業を実

施するのに要する経費、又は民間事業者が介護施設等の整備事業を実施するのに要する

経費に対し市町村が補助する場合における当該補助に要する経費に対し、予算の定める

ところにより補助金を交付するものとし、その交付については、大分県補助金等交付規

則（昭和４３年大分県規則第２７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、こ

の要綱の定めるところによる。 
 

（定義） 
第２条 この要綱において、用語の定義は次の各号に掲げるとおりとする。 
 （１）「民間事業者」とは、介護施設等（対象施設）を設置経営する法人及び個人（地域

密着型サービス等整備助成事業及び介護職員の宿舎施設整備事業においては、設置

経営する法人に不動産を有償で貸し付ける土地所有者（オーナー）も含む。）をい

う。 
 （２）「施設開設準備経費等」とは、開設前又は転換前６ヶ月間に係る経費又は既存施設

を増床する場合に係る経費をいう。 
 
（補助対象経費及び補助率等） 

第３条 補助対象事業及び補助対象経費は別表のとおりとする。 
  また、補助基準額、補助基本額、補助率及び補助額については次の表のとおりとする。 
 

 
第３条の２   第３条別表に掲げる補助対象事業から、次に掲げる事業を除外する。 
（１）既に実施している事業 

事業実施主体 補助基準額 補助基本額 補助率 補助額

市町村

　補助基準額の合計額と、補助対象経費
の実支出額の合計額と、総事業費から寄
付金その他の収入額を控除した額の合計
額とを比較して少ない方の額とする。

民間事業者

　補助基準額の合計額と、補助対象経費
の実支出額の合計額と、総事業費から寄
付金その他の収入額（社会福祉法人等の
営利を目的としない法人の場合は、寄付
金収入額を除く。）を控除した額の合計額
とを比較して少ない方の額とする。

間接補助事業
（市町村経由補
助）

民間事業者
　補助基準額の合計額と、補助対象経費
の実支出額の合計額を比較して、少ない
方の額とする。

１０／１０
以内

補助基本額×
補助率

　ただし、１，０００
円未満の端数が
生じた場合は、こ
れを切り捨てるも

のとする。

直接補助事業

別表に定める
「２　補助単価」×

「３　単位」
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（２）他の国庫負担（補助制度）により、現に当該事業の経費の一部を負担し、又は補 
助している事業 

（３）土地の買収又は整地等個人の資産を形成する事業 
（４）職員の車庫又は倉庫の建設に係る事業 
（５）その他施設等の整備等に関する事業として適当と認められない事業 
 
（補助金の交付申請） 

第４条 規則第３条第１項の規定による申請は、補助金交付申請書（第１号様式）による 
ものとし、次に掲げる書類を添付し、知事が定める期日までに知事に提出しなければな 
らない。 
（１）交付申請一覧表（第２号様式） 
（２）申請額算出内訳書（第３号様式） 
（３）収支予算書（第６号様式） 
（４）歳入歳出予算書（見込書）抄本（市町村のみ） 
（５）誓約書（第７号様式）（民間事業者のみ） 
（６）その他知事が必要と認める書類 

２ 規則第３条第３項に規定により、申請書若しくは添付書類に記載すべき事項又は添付 
すべき書類のうち省略することのできるものは、同条第２項第１号、第２号及び第６号

に掲げる事項とする。 
３ 第１項の規定による申請書を提出するにあたって、事業実施主体について、当該補助

金に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）仕入控除税額（補助対象

経費に含まれる消費税等相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定

する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２

５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を

乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合は、これを減額して申請しなければな

らない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでな

い場合は、この限りでない。 
 

（補助条件） 
第５条 規則第５条の規定による補助条件は、次のとおりとする。 
（１）補助事業の内容又は経費の配分の変更（知事が定める軽微な変更を除く。）をする 

場合は、事業変更承認申請書（第８号様式）を知事に提出し、その承認を受けること。 
（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、事業中止（廃止）承認申請書（第９号様 

式）を知事に提出し、その承認を受けること。 
（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難となった場 

合は、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 
（４）この補助金に係る収入及び支出を明らかにした預金通帳、金銭（預金）出納簿等の

帳簿及び契約書、領収書等の証拠書類は、補助事業が完了した日の属する年度の翌年

度から起算して５年間保管すること。 
（５）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７
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号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団（同法第２条

第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と密接な関係を有する者であっ

てはならないこと。 
（６）この補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産（以下「財産」という。）

は、知事の承認を受けないで、補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸付け又は担保に供し、取り壊し、又は廃棄してはならないこと。ただし、減価償却

資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号。以下「大蔵省令」と

いう。）に定められている財産については、大蔵省令に定められている耐用年数に相

当する期間を経過している場合はこの限りでない。 
（７）財産は、財産管理台帳及びその他関係書類を整備保管し、当該補助事業の完了後に

おいても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付目的に従って、

その効率的な運用を図ること。 
（８）財産のうち、一件当たりの取得価格が５０万円以上（事業者が地方公共団体以外の

者の場合は３０万円以上）のものを処分しようとするときは、あらかじめ知事の承認

を受けること。ただし、大蔵省令に定められている財産については、大蔵省令に定め

られている耐用年数に相当する期間を経過している場合はこの限りでない。 
（９）知事の承認を受けて財産を処分したことにより収入があった場合は、その収入の全

部又は一部を県に納付させることがある。 
（10）第４条第３項ただし書きの規定により補助金の交付申請をした場合は、第１１条の

規定による実績報告書の提出時に、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らか

になったときは、これを補助金から減額して報告すること。 
（11）第４条第３項ただし書きの規定により補助金の交付申請をした場合は、第１２条の

規定による補助金の額の確定通知を受けた後において、消費税等の申告により当該補

助金に係る消費税等仕入控除税額が確定したときは、その金額（前号の規定により減

額した場合は、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を補助金に係る消費税等仕

入控除税額確定報告書（第１０号様式）により速やかに知事に報告するとともに、当

該金額を返還すること。 
（12）事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、

契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならな

い。 
（13）補助事業を実施するために必要な調達を行う場合には、原則として一般競争入札に

よることとし、指名競争入札等による場合は、大分県の例に準ずること。 
（14）施設整備にあたっては、脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木

材の利用の促進に関する法律（平成２２年法律第３６号）及び大分県建築物等におけ

る地域材の利用の促進に関する基本方針に基づき、可能な限り木造化又は内装等の木

質化に努めるとともに、積極的に地域材を利用するよう努めること。 
（15）事業を行う者が上記条件に違反した場合には、この補助金の全部又は一部を県に納

付させることがある。 
（16）その他、規則、実施要領、「医療介護提供体制改革推進交付金及び地域医療対策支

援臨時特例交付金の運営について」（平成２６年９月１２日老発０９１２第１号厚生
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労働省老健局長通知）の別紙「地域医療介護総合確保基金管理運営要領」及びこの要

綱の定めに従うこと。 
（17）市町村長は、間接補助事業者に補助金の交付の決定をする際には、この項の第１号

から前項までの条件を付すこと。この場合において、「知事」を「市町村長」に、「県」

を「市町村」に、「５０万円以上（事業者が地方公共団体以外の者の場合は３０万円

以上）」を「３０万円以上」に読み替えるものとする。 
（18）前号の規定により読み替えた場合に、市町村長が承認又は指示する場合には、あら

かじめ都道府県知事の承認又は指示を受けなければならない。 
２ 規則第５条第１項第１号の規定による知事の定める軽微な変更の範囲は、補助金の額

に変更を及ぼさない変更で次のとおりとする。 
（１）補助金の交付目的に反しない事業内容の変更（事業量の２０パーセント以内の減少

変更等） 
（２）補助対象経費の２０パーセント以内の増減、又は補助対象経費の費目間における流

用で、いずれか少ない額の２０パーセント以内の増減 
ただし、補助金の額の減額であり、価格競争（入札等）を行った結果で、内容に一切

の変更がない場合は軽微な変更の範囲に含まれる。この場合にあっては、実績報告に併

せて変更の承認を申請すること。 
 

（補助金の交付決定の通知） 
第６条 規則第６条の規定による通知は、補助金交付決定通知書（第１１号様式）により

行うものとする。 
 

（申請の取下げのできる期間） 
第７条 規則第７条第１項の規定により申請の取下げのできる期間は、補助金交付決定通

知書を受理した日から起算して１５日を経過した日までとする。 
 

（状況報告） 
第８条 規則第９条の規定による状況報告は、補助事業遂行状況報告書（第１２号様式）

によるものとし、補助事業の遂行状況に関する報告を知事が別に定める期日までに提出

するよう求めることができる。 
  なお、補助事業遂行状況報告書（第１２号様式）を求められた場合は次の各号に掲げ

る書類を添付しなければならない。 
（１）交付決定通知書（写）（間接補助事業の場合） 
（２）事業計画書（第４号様式の１（施設整備）又は第４号様式の２（施設整備以外）） 
（３）入札関係書類、契約書又は見積書の写し 
（４）別紙（第８条関係） 
（５）その他知事が必要と認める書類 
２ 施設整備に係る事業実施主体は、補助事業に着手し、又は補助事業が完了したときは、

遅滞なく次に掲げる書類を知事に提出しなければならない。 
（１）着手した時 

- 4 -



ア 事業着手届（第１３号様式） 
イ 契約書の写し 

（２）完了した時 
ア 事業完了届（第１４号様式） 
イ 完了確認検査調書 

 
（事業の完了確認検査） 

第８条の２ 知事は、前条第２項第２号の規定により補助事業完了届を受理したときは、

すみやかに当該事業の成果が補助金交付決定の内容及びこれに付した条件との適合に

ついて、完了確認検査を行うものとする。 
 

（補助金の交付方法） 
第９条 この補助金は、精算払の方法により交付する。ただし、知事が必要と認める場合

は、概算払の方法により交付することができる。 
 

（補助金の交付請求） 
第１０条 補助金の交付決定の通知を受けたものが、補助金の交付を請求しようとすると

きは、補助金交付請求書（第１５号様式）を知事に提出しなければならない。 
 

（実績報告） 
第１１条 規則第１２条の規定による実績報告は、補助事業実績報告書（第１６号様式）

によるものとし、次項に掲げる書類を添付し、事業完了若しくは廃止の承認を受けた日

から起算して３０日を経過した日、又は補助金の交付決定のあった日の属する年度の翌

年度の４月５日のいずれか早い期日までに知事に提出しなければならない。 
２ 補助事業実績報告書に添付すべき書類は次のとおりとする。 
（１）事業実績書（第１７号様式の１）【施設整備】 
        （第１７号様式の２）【施設整備以外】 
（２）地域材利用実績（第１８号様式）【施設整備】 
（３）精算額一覧表（第１９号様式） 
（４）精算額算出内訳書（第２０号様式） 
（５）収支精算書（第２１号様式） 
（６）歳入歳出決算書（見込書）抄本（市町村のみ） 
（７）契約書又は見積書の写し 
（８）写真 
（９）目的物引渡書の写し【施設整備】 
（10）検査調書の写し【施設整備以外】 
（11）領収書又は請求書の写し 
（12）財産管理台帳の写し 
（13）民間事業者が市町村長に対して行う実績報告書等の写し 
（14）その他知事が必要と認める書類 
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（補助金の額の確定通知） 

第１２条 規則第１３条の規定による通知は、補助金の額の確定通知書（第２２号様式）

により行うものとする。 
 

（書類の提出部数等） 
第１３条 規則及びこの要綱の規定により知事に提出する書類の部数は１部とし、その様

式及び提出期限は、この要綱の本則に定めのあるもののほか、別に知事が定めるところ 
による。 

 
附則 

 この要綱は、平成２７年度の予算に係る大分県介護サービス基盤整備事業費補助金か

ら適用する。 
附則 

この要綱は、平成２８年度の予算に係る大分県介護サービス基盤整備事業費補助金か

ら適用する。 
附則 

この要綱は、平成３０年度の予算に係る大分県介護サービス基盤整備事業費補助金か

ら適用する。 
附則 

この要綱は、令和２年度３月補正予算に係る大分県介護サービス基盤整備事業費補助

金から適用する。 
附則 

この要綱は、令和３年度の予算に係る大分県介護サービス基盤整備事業費補助金から

適用する。 
附則 

この要綱は、令和３年度２月補正予算に係る大分県介護サービス基盤整備事業費補助

金から適用する。 
附則 

この要綱は、令和４年度の予算に係る大分県介護サービス基盤整備事業費補助金から

適用する。 
附則 

この要綱は、令和５年度の予算に係る大分県介護サービス基盤整備事業費補助金から

適用する。 
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別表（第３条関係）

軽費老人ホーム

（注1）平成２７年度以降、本事業を活用して、消防法施行令上スプリンクラー設置義務のない施設を新たに整備する場合は、本体施設の設
備と併せて、スプリンクラー設備の設置を行うことを事業実施の条件とする。
（注2）土地所有者（オーナー）が施設等運営法人に有償で貸し付ける目的で整備する事業の場合は、当該法人が事業実施に当たって適
当な法人であることの確認を行った上で、選定されていることを前提とし、経営が安定的・継続的に行われるよう、当該法人が以下に掲げる
要件を満たしていることを条件とする。
・貸与を受けている不動産について、施設等を経営する事業の存続に必要な期間の地上権又は貸借権を設定し、かつ、これを登記するこ
と。
・貸借料は、地域の水準に照らして適正な額以下であるとともに、安定的に貸借料を支払い得る財源が確保されていること。
・貸借料及びその財源が収支予算書に適正に計上されており、施設等運営法人が当該貸借料を長期間にわたって安定的に支払可能であ
ると認められること。

介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備

特別養護老人ホーム

1,128千円 定員数

介護老人保健施設

介護医療院

養護老人ホーム

緊急ショートステイの整備 1,190千円 整備床数

施設内保育施設 11,900千円 施設数

地域包括支援センター 1,190千円 施設数

生活支援ハウス 35,700千円 施設数

認知症対応型デイサービスセンター 11,900千円 施設数

介護予防拠点 8,910千円 施設数

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 5,940千円 施設数

看護小規模多機能型居宅介護事業所（複合型サービス事業所） 33,600千円 施設数

認知症高齢者グループホーム 33,600千円 施設数

小規模多機能型居宅介護事業所 33,600千円 施設数

小規模な養護老人ホーム 2,380千円 整備床数

小規模なケアハウス
（特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの）

4,480千円 整備床数

小規模な介護老人保健施設 56,000千円 施設数

小規模な介護医療院 56,000千円 施設数

地域密着型サービス等整備助成事業

１　　区　　　　分 ２　補助単価 ３ 単位 ４　　補助対象経費

地域密着型サービス等の整備

　地域密着型特別養護老
人ホーム等の整備（施設の
整備と一体的に整備される
ものであって、知事が必要と
認めた整備を含む。）に必
要な工事費又は工事請負
費及び工事事務費（工事施
工のため直接必要な事務に
要する費用であって、旅
費、消耗品費、通信運搬
費、印刷製本費及び設計
監督料等をいい，その額
は、工事費又は工事請負費
の2.6％に相当する額を限
度額とする。）。
　ただし，別の負担（補助)
金等において別途補助対
象とする費用を除き、工事
費又は工事請負費には、こ
れと同等と認められる委託
費及び分担金及び適当と
認められる購入費等を含
む。

地域密着型特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ
用居室

4,480千円 整備床数
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小規模な養護老人ホーム 210千円 定員数

小規模な介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高
齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受
けるもの）

420千円 定員数

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 7,000千円 施設数

小規模多機能型居宅介護事業所 420千円 宿泊定員数

看護小規模多機能型居宅介護事業所（複合型サービス事業
所）

420千円 宿泊定員数

小規模なケアハウス
（特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの）

420千円 定員数

認知症高齢者グループホーム 420千円 定員数

小規模な介護老人保健施設 420千円 定員数

小規模な介護医療院 420千円 定員数

介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け
住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの）

420千円 定員数

定員29名以下の地域密着型施設等

地域密着型特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ
用居室

420千円 定員数

ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの） 420千円 定員数

養護老人ホーム 420千円 定員数

定員数

介護老人保健施設 420千円 定員数

介護医療院 420千円 定員数

介護療養型医療施設の介護老人保健施設等への転換整備に必要な経費
（介護療養型老人保健施設の介護医療院への転換整備に必要な経費を含む。） 　介護療養型医療施設等

から介護老人保健施設等
への転換の際に必要な需
用費、使用料及び賃借料、
備品購入費（備品設置に伴
う工事請負費を含む。）、報
酬、給料、職員手当等、共
済費、賃金、旅費、役務
費、委託料又は工事請負
費。

　・　介護老人保健施設
　・　介護医療院
　・　ケアハウス
　・　有料老人ホーム
　・　特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室
　・　認知症高齢者グループホーム
　・　小規模多機能型居宅介護事業所
　・　生活支援ハウス
　・　高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第
２６号）第５条の規定により登録されている賃貸住宅

219千円
定員数

（転換前床数）

介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ICTの導入に必要な経費

　特別養護老人ホーム等の
大規模修繕の際にあわせ
て行う、介護ロボット・ICTの
導入に必要な経費（令和２
年４月14日老高発0414第１
号・老振発0414第１号厚生
労働省老健局総務課長・高
齢者支援課長・振興課長通
知「地域医療介護総合確保
基金（介護従事者の確保に
関する事業）における「管理
者等に対する雇用管理改
善方策普及・促進事業」の
実施について」の別紙１・別
紙２を準用する）。

定員30名以上の広域型施設等

特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室 420千円

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 14,000千円 施設数

小規模な養護老人ホーム 420千円 定員数

看護小規模多機能型居宅介護事業所（複合型サービス事業
所）

839千円 宿泊定員数

認知症高齢者グループホーム 839千円 定員数

小規模多機能型居宅介護事業所 839千円 宿泊定員数

小規模な介護医療院 839千円 定員数

小規模なケアハウス
（特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの）

839千円 定員数

定員29名以下の地域密着型施設等

地域密着型特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ
用居室

839千円 定員数

小規模な介護老人保健施設 839千円 定員数

介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け
住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの）

839千円 定員数

訪問看護ステーション（大規模化やサテライト型事業所の設置） 4,200千円 施設数

839千円 定員数

ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの） 839千円 定員数

養護老人ホーム 839千円 定員数

介護施設等の開設時、増床時及び再開設時（改築時）に必要な経費

　特別養護老人ホーム等の
円滑な開所に必要な需用
費、使用料及び賃借料、備
品購入費（備品設置に伴う
工事請負費を含む。）、報
酬、給料、職員手当等、共
済費、賃金、旅費、役務
費、委託料又は工事請負
費。

定員30名以上の広域型施設等

特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室 839千円 定員数

介護老人保健施設 839千円 定員数

介護医療院

介護施設等の施設開設準備経費等支援事業

１　　区　　　　分 ２　補助単価 ３ 単位 ４　　補助対象経費

小規模な介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高
齢者向け住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受
けるもの）

839千円 定員数
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改修　　　1,115千円

特別養護老人ホーム（多床室）のプライバシー保護のための改修 734千円 整備床数

　特別養護老人ホームのプ
ライバシー保護のための改
修（施設と一体的に整備さ
れるものであって、知事が
必要と認めた整備を含む。）
に必要な工事費又は工事
請負費及び工事事務費（工
事施工のため直接必要な
事務に要する費用であっ
て、旅費、消耗品費、通信
運搬費、印刷製本費及び
設計監督料等をいい、その
額は、工事費又は工事請負
費の2.6％に相当する額を
限度額とする。）。
　ただし，別の負担（補助)
金等において別途補助対
象とする費用を除き、工事
費又は工事請負費には、こ
れと同等と認められる委託
費及び分担金及び適当と
認められる購入費等を含
む。

介護療養型医療施設転換整備
　　　（介護療養型老人保健施設から転換して介護医療院を整備する事業についても対象とする。） 　介護療養型医療施設等の

介護老人保健施設等への
転換整備（施設と一体的に
整備されるものであって、知
事が必要と認めた整備を含
む。）に必要な工事費又は
工事請負費及び工事事務
費（工事施工のため直接必
要な事務に要する費用で
あって、旅費、消耗品費、通
信運搬費、印刷製本費及
び設計監督料等をいい、そ
の額は，工事費又は工事請
負費の2.6％に相当する額
を限度額とする。）。
　ただし，別の負担（補助)
金等において別途補助対
象とする費用を除き、工事
費又は工事請負費には、こ
れと同等と認められる委託
費及び分担金及び適当と
認められる購入費等を含
む。

　・　介護老人保健施設
　・　介護医療院
　・　ケアハウス
　・　有料老人ホーム
　・　特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室
　・　認知症高齢者グループホーム
　・　小規模多機能型居宅介護事業所
　・　生活支援ハウス
　・　高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第
２６号）第５条の規定により登録されている賃貸住宅

創設  　2,240千円

転換前床数
改築　　2,770千円

既存施設のユニット化改修
　特別養護老人ホーム等の
ユニット化改修（施設と一体
的に整備されるものであっ
て、知事が必要と認めた整
備を含む。）に必要な工事
費又は工事請負費及び工
事事務費（工事施工のため
直接必要な事務に要する費
用であって、旅費、消耗品
費、通信運搬費、印刷製本
費及び設計監督料等をい
い、その額は，工事費又は
工事請負費の2.6％に相当
する額を限度額とする。）。
　ただし，別の負担（補助)
金等において別途補助対
象とする費用を除き、工事
費又は工事請負費には、こ
れと同等と認められる委託
費及び分担金及び適当と
認められる購入費等を含
む。

「個室→ユニット化」改修 1,190千円

整備床数

「多床室→ユニット化」改修 2,380千円

(ⅰ)特別養護老人ホームのユニット化
(ⅱ)介護老人保健施設のユニット化
(ⅲ)介護医療院のユニット化
(ⅳ)介護療養型医療施設の改修により転換される次の施設
　　・　介護老人保健施設
　　・　ケアハウス
　　・　特別養護老人ホーム
　　・　介護医療院
　　・　認知症高齢者グループホーム

既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業

１　　区　　　　分 ２　補助単価 ３ 単位 ４　　補助対象経費
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2,500千円
県が認めた台数
（定員数を上限と

する）

978千円 定員数

ユニット型施設の各ユニットへの玄関室設置によるゾーニング経費
支援

・特別養護老人ホーム
・介護老人保健施設
・介護医療院、介護療養型医療施設
・養護老人ホーム
・軽費老人ホーム
・認知症高齢者グループホーム
・小規模多機能型居宅介護事業所
・看護小規模多機能型居宅介護事業所
・有料老人ホーム
・サービス付き高齢者向け住宅
・短期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事業所
・生活支援ハウス

従来型個室・多床室のゾーニング経費支援

・特別養護老人ホーム
・介護老人保健施設
・介護医療院、介護療養型医療施設
・養護老人ホーム
・軽費老人ホーム
・認知症高齢者グループホーム
・小規模多機能型居宅介護事業所
・看護小規模多機能型居宅介護事業所
・有料老人ホーム
・サービス付き高齢者向け住宅
・短期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事業所
・生活支援ハウス

家族面会室の整備等経費支援

施設・事業所

　介護施設等における多床
室の個室化に必要な工事
費又は工事請負費及び工
事事務費（工事施工のため
直接必要な事務に要する費
用であって、旅費、消耗品
費、通信運搬費、印刷製本
費及び設計監督料等をい
い、その額は、工事費又は
工事請負費の2.6％に相当
する額を限度とする。）。
　ただし、別の負担（補助）
金等において別途補助対
象とする費用を除き、工事
費又は工事請負費には、こ
れと同等と認められる委託
費及び分担金及び適当と
認められる購入費等を含
む。

・特別養護老人ホーム
・介護老人保健施設
・介護医療院
・養護老人ホーム
・軽費老人ホーム
・認知症高齢者グループホーム
・小規模多機能型居宅介護事業所
・看護小規模多機能型居宅介護事業所
・有料老人ホーム
・短期入所生活介護事業所
・生活支援ハウス

介護施設等における多床室の個室化に要する改修費支援事業

・特別養護老人ホーム
・介護老人保健施設
・介護医療院、介護療養型医療施設
・養護老人ホーム
・軽費老人ホーム
・認知症高齢者グループホーム
・小規模多機能型居宅介護事業所
・看護小規模多機能型居宅介護事業所
・有料老人ホーム
・サービス付き高齢者向け住宅
・短期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事業所
・生活支援ハウス

介護施設等における簡易陰圧装置の設置に係る経費支援事業 　簡易陰圧装置を設置する
ために必要な備品購入費、
工事費又は工事請負費及
び工事事務費（工事施工の
ため直接必要な事務に要
する費用であって、旅費、
消耗品費、通信運搬費、印
刷製本費及び設計監督料
等をいい、その額は、工事
費又は工事請負費の2.6％
に相当する額を限度とす
る。）。
　ただし、別の負担（補助）
金等において別途補助対
象とする費用を除き、工事
費又は工事請負費には、こ
れと同等と認められる委託
費及び分担金及び適当と
認められる購入費等を含
む。

・特別養護老人ホーム
・介護老人保健施設
・介護医療院、介護療養型医療施設
・養護老人ホーム
・軽費老人ホーム
・認知症高齢者グループホーム
・小規模多機能型居宅介護事業所
・看護小規模多機能型居宅介護事業所
・有料老人ホーム
・サービス付き高齢者向け住宅
・短期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事業所
・生活支援ハウス

介護施設等における感染拡大防止のための
ゾーニング環境等の整備に係る経費支援事業

1,000千円 1か所

　感染拡大防止のための
ゾーニング環境等の整備を
するために必要な備品購入
費、工事費又は工事請負費
及び工事事務費（工事施工
のため直接必要な事務に要
する費用であって、旅費、
消耗品費、通信運搬費、印
刷製本費及び設計監督料
等をいい、その額は、工事
費又は工事請負費の2.6％
に相当する額を限度とす
る。）。
　ただし、別の負担（補助）
金等において別途補助対
象とする費用を除き、工事
費又は工事請負費には、こ
れと同等と認められる委託
費及び分担金及び適当と
認められる購入費等を含
む。

6,000千円 1か所

3,500千円

介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業

１　　区　　　　分 ２　補助単価 ３ 単位 ４　　補助対象経費
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（注1）地域の実情や利用者のニーズに応じて柔軟に整備できるよう、宿舎の定員規模や設備（居室類型、入居者の1人当たりの居室の床
面積や台所、浴室、便所及び洗面設備等）は問わない。ただし、補助対象となるのは、上記区分に掲げる介護施設等（建築中のものを含
む。）に勤務する職員数分の定員規模までであって、1定員当たりの延べ床面積33㎡以下を助成配分基準とする。なお、土地の買収又は
整地に要する費用、設備整備に係る経費は対象としないものとする。
（注2）家賃設定については、居住等に要する平均的な費用の額及び施設の状況その他の事情を勘案し、近傍（原則として本事業で整備
する宿舎の所在する市町村内の地域内とする。）類似の家賃と比較して低廉なものとする。
（注3）設置場所については、敷地内又は近隣の設置に限定されず、利用の便（近接地、通勤経路）の面等から検討するものとする。
（注4）入居者については、上記区分に掲げる介護施設等に勤務する職員でなければならない。ただし、当該介護施設等の職員の利用に
支障のない範囲（定員規模の2割以内）において、当該職員の家族等や上記区分に掲げる以外の介護保険・老人福祉関連施設・事業所
（サービス付き高齢者向け住宅を含む。）に勤務する職員に限り、その利用を認めることとする。
（注5）土地所有者（オーナー）が施設等運営法人に有償で貸し付ける目的で整備する事業の場合は、当該法人が事業実施に当たって適
当な法人であることの確認を行った上で、選定されていることを前提とし、宿舎の管理及び活用が適切に行われるよう、貸付を受ける施設等
運営法人は、本事業で整備する宿舎所有者から宿舎を一括して借り上げ入居者に転貸することを条件とする。

介護職員の宿舎施設整備事業 　介護職員の宿舎施設整備
の整備をするために必要な
備品購入費、工事費又は工
事請負費及び工事事務費
（工事施工のため直接必要
な事務に要する費用であっ
て、旅費、消耗品費、通信
運搬費、印刷製本費及び
設計監督料等をいい、その
額は、工事費又は工事請負
費の2.6％に相当する額を
限度とする。）。
　ただし、別の負担（補助）
金等において別途補助対
象とする費用を除き、工事
費又は工事請負費には、こ
れと同等と認められる委託
費及び分担金及び適当と
認められる購入費等を含
む。

・特別養護老人ホーム
・介護老人保健施設
・介護医療院
・ケアハウス（特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの）
・認知症高齢者グループホーム
・小規模多機能型居宅介護事業所
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所
・看護小規模多機能型居宅介護事業所
・介護付きホーム（有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け
住宅であって、特定施設入居者生活介護の指定を受けるもの）

介護職員１定員あたり
の延べ床面積33㎡
（バルコニー、廊下、
階段等共有部分を含
む。）

※上記の基準面積
は、補助金算出の限
度となる面積であり、
実際の建築面積が上
記を下回る場合には、
実際の当該建築面積
を基準面積とする。

１／３

介護職員の宿舎施設整備事業

１　　区　　　　分 ２　補助対象面積 ３　 補助率 ４　　補助対象経費
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住所

氏名

１　事業の目的及び効果

２　事業完了予定年月日　　　

３　添付書類

担当者
職氏名
連絡先

（市町村長又は
補助事業者）

第１号様式（第４条関係）

大分県知事　　　　　　　　　　　　　　　　殿

　　年度大分県介護サービス基盤整備事業費補助金交付申請書

（１）交付申請一覧表（第２号様式）
（２）申請額算出内訳書（第３号様式）
（３）収支予算書（第６号様式）
（４）歳入歳出予算書（見込書）抄本（市町村のみ）
（５）誓約書（第７号様式）（民間事業者のみ）
（６）その他知事が必要と認める書類

記

　　　 番           号

　　　 年　　月　　日

　　年度において大分県介護サービス基盤整備事業を実施したいので、補助金　　　　　　円

を交付されるよう、大分県介護サービス基盤整備事業費補助金交付要綱第４条の規定により、

関係書類を添えて申請します。
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第２号様式（第４条関係）

市町村名又は事業者名

Ｎｏ．
事業名

（別表から転記）
１　区分

（別表から転記）
施設等種別 施設等の名称

補助所要額
（申請額）

（第３号様式から転記）

1

2

3

4

5

6

7

8

0補助金交付申請額

　　年度大分県介護サービス基盤整備事業費補助金　交付申請一覧表
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第３号様式（第４条関係）

市町村名

事業者名

（単位：円）

総事業費
寄付金その他

の収入額
差引額

補助対象経費の
実支出額

別表に定める
「２　補助単価」

別表に定める
「３　単位」

補助基準額
補助基本額
（選定額）

補助基本額
×補助率

補助所要額
（申請額）

※千円未満切捨

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ＝E×Ｆ H I

1 0 0

2 0 0

3 0 0

0 0 0 0 0

（注）H欄はＣ欄、Ｄ欄及びＧ欄を比較して最も低い額とすること。

（単位：円）

総事業費
寄付金その他

の収入額
差引額

補助対象経費の
実支出額

別表に定める
「２　補助単価」

別表に定める
「３　単位」

補助基準額
補助基本額
（選定額）

補助基本額
×補助率

補助所要額
（申請額）

※千円未満切捨

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ＝E×Ｆ H I

1 0 0

2 0 0

3 0 0

0 0 0 0 0

（注）H欄はＣ欄、Ｄ欄及びＧ欄を比較して最も低い額とすること。

（単位：円）

総事業費
寄付金その他

の収入額
差引額

補助対象経費の
実支出額

（市町村補助額）

別表に定める
「２　補助単価」

別表に定める
「３　単位」

補助基準額
補助基本額
（選定額）

補助基本額
×補助率

補助所要額
（申請額）

※千円未満切捨

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ＝E×Ｆ H I

1 0

2 0

3 0

0 0

（注）H欄はＤ欄及びＧ欄の額を比較して低い額とする。

※行が足りない場合は、行を追加して作成すること。

№ 施設等種別 施設等の名称

合　　計

　　年度大分県介護サービス基盤整備事業費補助金　申請額算出内訳書

１　直接補助事業（県が事業実施主体である市町村に補助する事業）

事業名（別表から転記）
区分名（別表から転記）

３　間接補助事業（県から補助を受けた市町村が、事業実施主体である民間事業者に補助する事業）

№ 施設等種別 施設等の名称

合　　計

２　直接補助事業（県が事業実施主体である民間事業者に補助する事業）

№ 施設等種別 施設等の名称

合　　計
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第４号様式の１（第５条関係）【施設整備】

１　対象施設の概要
　（１）施設の名称及び所在地
　（２）施設の種類
　（３）事業の目的及び効果

　（４）設置法人（経営主体）及び所在地
　（５）施設の定員

２　施設整備費に係る事業計画
　（１）施設の規模及び構造
　　○地域密着型サービス等整備助成事業
　　　ア　整備事業
　　　　（ア）敷地面積 ㎡
　　　　（イ）敷地の所有関係（自己所有地・借地・買収（予定）地の別）
　　　　（ウ）建物の面積 建築面積 ㎡ 延面積 ㎡
　　　　（エ）建物の構造 （　　　　　　　造）

（注）１　各室ごとに室名及び面積を明らかにした表を添付すること。
（注）２　配置図及び各階平面図を添付すること。

　　○既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業
　　　＜既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修支援事業＞
　　　ア　改修事業
　　　　（ア）改修床数

定員 名 （うち、改修床数 名）
　　　　（イ）ユニット化改修方法

（　個室　・　多床室　）→
※どちらかに○をつけること。

　　　　（ウ）改修後の居室床面積（１人あたり）
㎡

　　　イ　仮設施設工事
　　　　（ア）建物の面積 建築面積 ㎡ 延面積 ㎡
　　　　（イ）建物の構造 （　　　　　　　造）

（注）１　各室ごとに室名及び面積を明らかにした表を添付すること。

　　　＜既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修支援事業＞
　　　ア　改修事業
　　　　（ア）改修床数

定員 名 （うち、改修床数 名）
　　　　（イ）プライバシー保護の方法（改修方法） （　壁　・　建具　）

（注）１　建具による仕切りは可。家具やカーテンによる仕切りは不可。
　　　　（ウ）居室の床面積（１人あたり）

改修前 ㎡ 改修後 ㎡
（注）１　内法での測定によることとする。
（注）２　各室ごとに室名及び面積を明らかにした表を添付すること。

　　　イ　仮設施設工事
　　　　（ア）建物の面積 建築面積 ㎡ 延面積 ㎡
　　　　（イ）建物の構造 （　　　　　　　造）

（注）１　各室ごとに室名及び面積を明らかにした表を添付すること。

事　　業　　計　　画　　書

ユニット化
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　　　＜介護療養型医療施設等転換整備支援事業＞
　　　ア　転換整備事業
　　　　（ア）転換する施設の種類

　　　　（イ）転換床数 床
　　　　（ウ）転換の区分（　創設　・　改築　・　改修　）
　　　イ　解体撤去工事（既存施設に係るもの）
　　　　（ア）建物の面積 建築面積 ㎡ 延面積 ㎡
　　　　（イ）建物の構造 （　　　　　　　造）
　　　　（ウ）建築年月日
　　　　（エ）補助金の区分（昭和○○年度：県費・国庫・民間・自己資金・その他）
　　　　（オ）処分（取壊し）年月日

（注）既存施設の解体撤去工事がわかるものを添付すること。
　　　ウ　仮設施設工事
　　　　（ア）建物の面積 建築面積 ㎡ 延面積 ㎡
　　　　（イ）建物の構造 （　　　　　　　造）

（注）１　各室ごとに室名及び面積を明らかにした表を添付すること。

　　○介護職員の宿舎施設整備事業
　　　ア　整備事業
　　　　（ア）敷地面積 ㎡
　　　　（イ）敷地の所有関係（自己所有地・借地・買収（予定）地の別）
　　　　（ウ）宿舎施設の定員数 名
　　　　（エ）建物の面積 建築面積 ㎡ 延面積 ㎡

　※バルコニー、廊下、階段等共有部分を含む。

◎補助金算出上の限度面積（職員1定員あたり延べ床面積33㎡） 0 ㎡
　　　　（オ）建物の構造 （　　　　　　　造）

（注）１　各室ごとに室名及び面積を明らかにした表を添付すること。
（注）２　配置図及び各階平面図を添付すること。

　（２）整備費内訳
　　　ア　主体工事費 円
　　　イ　工事事務費 円
　　　ウ　小計（本体工事費） 円
　　　エ　介護用リフト等特殊
　　　　　 付帯工事費 円
　　　　　　（介護用リフト工事費） 円
　　　　　　（介護用リフト工事費）　 　　　　　） 円
　　　オ　解体撤去工事費及び
　　　　　仮設施設整備工事費
　　　　　　（解体撤去工事費） 円
　　　　　　（仮設施設整備工事費） 円
　　　カ　その他の工事費 円
　　　キ　地域交流スペース 円
　　　ク　合　　　　計 円

（注）工事費費目別内訳書を添付すること。

　（３）財源内訳
　　　ア　県費補助金 円
　　　イ　　　　負担（補助）金 円
　　　ウ　設置者負担金 円

（内訳）一般財源 円
　　　　地方債 円
　　　　寄付金 円
　　　　事業団借入金 円
　　　　自己資金 円

　　　エ　合計 円
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　（４）施行計画
　　　ア　直営・請負の別
　　　イ　契約年月日
　　　ウ　着工年月日
　　　エ　竣工年月日
　　　オ　事業開始年月日
　　　カ　解体撤去工事関係
　　　　（ア）直営・請負・賃貸の別
　　　　（イ）着工年月日
　　　　（ウ）完了年月日
　　キ　仮設施設工事関係
　　　　（ア）直営・請負・賃貸の別
　　　　（イ）工事期間
　　　　（ウ）仮設施設の使用期間

　（５）その他参考事項
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第４号様式の２（第５条関係）【施設整備以外】

１　対象施設の概要

（１）対象施設の名称及び所在地

（２）施設の種類

（３）設置法人（経営主体）の名称及び所在地

（４）入所（利用）定員

（５）開設（増員）年月日又は転換年月日

　 　　　　　年　　月　　日

２　事業概要（補助対象事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（１）事業概要等

（２）対象経費支出予定額内訳

（単位：円）

合　計 0

事業概要

実施予定期間 　　　　　年　　月　　日　　～　　年　　月　　日

経費区分
対象経費

支出予定額
積算内訳

事　業　計　画　書

現在定員
（補助事業実施前）

増加定員
（補助事業実施後）

合　　計

人　 人　 人　
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第５号様式（第５条関係）

地域材利用計画

延床面積 事 業 費

市町村名 大 字 (ｍ2) (千円) 木 造
非木造

（内装等
木質化）

合 計 有無 箇所

1

2

3

4

5

6

7

（注）１．棟別に記入する（ただし、同規格の施設が多数ある場合はその限りではない）

No. 施 設 等 種 別 事 業 主 体
施　　設　　名

(　棟　名　称　)

新築、増
築、改築、

修繕別
階数 備    考

工 事 場 所

構  造 棟数

         地域材使用量 （ｍ3）

木造化ができない理由

内装等の木質化の有無
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第６号様式（第４条関係）

１　収　入 （単位：円）

項目 備考

計

２　支　出 （単位：円）

項目 備考

計 0

0

予算額

収　支　予　算　書

予算額
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第７号様式（第４条関係）

誓　　約　　書

私は、下記の事項について誓約します。

なお、県が必要な場合には、大分県警察本部に照会することについて承諾します。　

また、照会で確認された情報は、今後、私が、大分県と行う他の契約における確認に利用することに同意します。

記

１　自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。

（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定す
る暴力団をいう。以下同じ。）

（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

（３） 暴力団員が役員となっている事業者

（４） 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者

（５） 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締結している者

（６） 暴力団又は暴力団員に経済上の利益又は便宜を供与している者

（７） 暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係を有している者

（８）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者

２　１の（１）から（８）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではあ
りません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

大分県知事　　　殿

　　　　　　　　　　　　              法人所在地（個人の場合は記載不要）

　　　　　　　　                             （ふりがな）

                                                                （法人）代表者職・氏名　　　　　　　　　 　　                                   　　 　.

                                               生年月日　（明治・大正・昭和・平成）　　年　　月　　日(男・女）

※  県では、大分県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願

いしています。

　　　　　　　　　　　　              法人名（個人の場合は記載不要）

　　　　　　　　　　　　              事業所名

                                                                （法人）代表者住所　　　　　　　　　　　 　　                                   　　 　.

　　　　　　　　　　　　              事業所所在地
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住所

氏名

１　変更の理由

２　事業完了予定年月日

３　添付書類（大分県介護サービス基盤整備事業実施要領関係）

（１）事業計画書（第４号様式の１（施設整備）又は第４号様式の２（施設整備以外））

（２）地域材利用計画（第５号様式）（施設整備の場合のみ）

（備考）

担当者
職氏名

連絡先

第８号様式（第５条関係）

　　年度大分県介護サービス基盤整備事業変更承認申請書

　　　 番           号

　　　 年　　月　　日

大分県知事　　　　　　　　　殿

（市町村長又は
補助事業者）

　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で補助金交付決定通知のあった　　年度大分県
介護サービス基盤整備事業について、下記のとおり変更したいので承認されるよう、大分
県介護サービス基盤整備事業費補助金交付要綱第５条第１項第１号の規定により申請しま
す。

記

　以下、第１号様式の記の２以下に準じて作成するものとし、変更前と変更後が比較対照できる

よう変更部分を二段書きにし、変更前をかっこ書で上段に記載すること。
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住所

氏名

１　中止（廃止）の理由

２　中止の期間（又は廃止の期日）

３　中止(廃止）後の措置

担当者
職氏名

連絡先

　　年度大分県介護サービス基盤整備事業中止（廃止）承認申請書

第９号様式（第５条関係）

　　　 番           号

　　　 年　　月　　日

大分県知事　　　　　　　　　　殿

（市町村長又は
補助事業者）

記

　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で補助金交付決定通知のあった　　年度大分県
介護サービス基盤整備事業について、下記のとおり中止（廃止）したいので承認されるよ
う、大分県介護サービス基盤整備事業費補助金交付要綱第５条第１項第２号の規定により
申請します。
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住所

氏名

１　補助金の額の確定額

金 円

（　　　　年　　月　　日付け　　　第　　　　号による額の確定通知額）

（事業者名：　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　）

（施設名　 ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　補助金の額の確定時に減額した消費税等仕入控除税額

金 円

３　消費税等の申告により確定した消費税等仕入控除税額

金 円

４　補助金返還相当額（３－２）

金 0 円

５　その他参考となる書類

　　（１）別紙を添付すること。

　　（２）その他参考となる書類

　　　　消費税確定申告書の写し及びその添付書類（補助金に係るもの）を添付すること。

（注１）補助金返還相当額がない場合でも、報告すること。

（注２）間接補助の場合は、消費税等の申告により確定した事業ごとに報告すること。

担当者職氏名

連絡先

　　年度大分県介護サービス基盤整備事業費補助金に係る
消費税等仕入控除税額確定報告書

（市町村長又は
補助事業者）

　　　　補助金返還相当額算出の過程がわかる資料を添付すること。

第１０号様式（第５条関係）

大分県知事　　　　　　　　　　　殿

記

　　　 年　　月　　日

　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で補助金交付決定通知のあった　　年度大分県介
護サービス基盤整備事業費補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定し
たので、大分県介護サービス基盤整備事業費補助金交付要綱第５条第１項第１１号の規定に
より、下記のとおり報告します。
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別紙

　下記の１、２（１）～（３）のいずれかの該当に○をつけること。
　また、２（１）～（３）を選択した場合は、返還金額を記入すること。

　１　返還額が０円の場合

　　・ 補助金申請段階で消費税を含めずに申請した。

　　・ 消費税の申告義務がない。

　　・ 簡易課税方式により申告している。

　　・ 公益法人等であって、特定収入割合が５％を超えている。（医療法人社団及び医療法人財団を除く）

　　・ 補助対象経費にかかる消費税を、個別対応方式において、「非課税売上のみに要するもの」として申告している。

　　・ 補助金対象経費が人件費等の非課税仕入となっている。

　　・ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　２　仕入控除税額（返還額）がある場合

　（１）課税売上割合が９５％以上の法人等の場合

　　　　　返還額＝（補助金の額の確定額）×１０／１１０＝

　（２）課税売上割合が９５％未満の法人等であって、個別対応方式により消費税の申告を行っている場合

　　　　　返還額＝A＋B＝

　　　　　　A　課税売上のみに要する補助対象経費に使用された補助金

　　　　　　　A＝（補助金の額の確定額）×（補助対象経費のうち課税売上対応分）／（補助対象経費）×１０／１１０＝　　　　　　　　　　　

　　　　　　B　課税売上と非課税売上に共通して要する補助対象経費に使用された補助金

　 　　　　　 B＝（補助金の額の確定額）×（補助対象経費のうち共通対応分）／（補助対象経費）×（課税売上割合）×１０／１１０＝

　（３）課税売上割合が９５％未満の法人等であって、一括比例配分方式により消費税の申告を行っている場合

　　　　　返還額＝（補助金の額の確定額）×（補助対象経費のうち課税仕入額）／（補助対象経費）×（課税売上割合）×１０／１１０＝

年度大分県介護サービス基盤整備事業費補助金に係る消費税等仕入れ控除税額（返還額）の算出について
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１　補助対象経費

２　補助金の交付決定額

３　補助条件　 （要綱第５条の規定を転記）

金　　　　　　　　　　　　　　　　円

第１１号様式（第６条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

記

　　　 番           号

　　　 年　　月　　日

大分県知事

　　年度大分県介護サービス基盤整備事業費補助金交付決定通知書

　　　年　　月　　日付け第　　　　　　号で申請のあった　　年度大分県介護サービス基
盤整備事業費補助金については、下記のとおり交付することに決定したので、大分県介護
サービス基盤整備事業費補助金交付要綱第６条の規定により通知します。

金　　　　　　　　　　　　　　　　円

- 26 -



住所

氏名

１　添付書類

　（１）交付決定通知書（写）（間接補助事業の場合）

　（２）事業計画書（第４号様式の１（施設整備）又は第４号様式の２（施設整備以外））

　（３）入札関係書類、契約書又は見積書の写し

　（４）別紙（第８条関係）

　（５）その他知事が必要と認める書類

担当者
職氏名

連絡先

（市町村長又は
補助事業者）

　　　年　　月　　日付け　　 　第　　　　　　号で交付決定通知のあった　　年度大
分県介護サービス基盤整備事業について、大分県介護サービス基盤整備事業費補助金交付
要綱第８条の規定により、その遂行状況を報告します。

第１２号様式（第８条関係）

　　年度大分県介護サービス基盤整備事業遂行状況報告書

　　　 番           号

　　　 年　　月　　日

大分県知事　　　　　　　　　　　　　　　　殿
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（別紙）（第８条関係）

事業者名

施設等種別 施設名
交付決定額

（Ａ）
　　月末日までの

出来高（Ｂ）
3月末日までの

出来高（Ｃ）
繰越見込高
(D)=100-(C)

繰越見込額
(E)=(A)×(D)

備　　　考

円 ％ ％ ％ 円

2

3

4

5

計 0 0

※翌年度への繰越が見込まれる場合は，「備考」欄に繰越理由を具体的に記入すること。
※複数事業を行っている場合は、別葉でそれぞれ作成すること。

事業名（別表参照）
区分（別表参照）

1
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住所

氏名

担当者
職氏名

連絡先

　　年度大分県介護サービス基盤整備事業着手届

　　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で交付決定通知のあった　　年度大分県介護サー
ビス基盤整備事業について、　　年　　月　　日に着手したので、大分県介護サービス基盤整
備事業補助金交付要綱第８条第２項の規定により届けます。

第１３号様式（第８条関係）

　　　 番           号

　　　 年　　月　　日

大分県知事　　　　　　　　　　　　　　　　殿

（補助事業者）
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住所

氏名

担当者
職氏名

連絡先

　　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で交付決定通知のあった　　年度大分県介護サー
ビス基盤整備事業について、　　年　　月　　日に完了したので、大分県介護サービス基盤整
備事業補助金交付要綱第８条第２項の規定により届けます。

第１４号様式（第８条関係）

　　年度大分県介護サービス基盤整備事業完了届

　　　 番           号

　　　 年　　月　　日

（補助事業者）

大分県知事　　　　　　　　　　　　　　　　殿
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住所

氏名

備考

（振込預金口座）

預金口座名義人（フリガナ）

担当者
職氏名
連絡先

本・支店

預金種別

金融機関名

記

補助金
交付決定額

既受領額 今回請求額 残額
事業完了予定
（完了）年月日

第１５号様式（第１０条関係）

　　　 番           号

　　　 年　　月　　日

大分県知事　　　　　　　　　　　　　　　　殿

　　年度大分県介護サービス基盤整備事業費補助金交付請求書

（市町村長又は
補助事業者）

　　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で交付決定通知のあった　　年度大分県介護サービ
ス基盤整備事業費補助金　　　　　　　　　　　円を精算払（概算払）の方法により交付される
よう、大分県介護サービス基盤整備事業費補助金交付要綱第１０条の規定により請求します。
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第１６号様式（第１１条関係）

住所

氏名

１　事業の効果

２　事業完了年月日

３　添付書類

※減額確定でない場合は、不要な事項は二重線により削除すること。

担当者
職氏名
連絡先

　　　 年　　月　　日

　　　年　　月　　日付け　　 　第　　　　号で交付決定通知のあった　　年度大分県介護サービ
ス基盤整備事業について、下記のとおり実施したので、大分県介護サービス基盤整備事業費補助金交
付要綱第１１条の規定により、その実績を関係書類を添えて報告します。併せて、補助対象経費の軽
微な変更が生じたため、実績のとおり承認されるよう申請します。

（市町村長又は
補助事業者）

（１）事業実績書（第１７号様式の１）【施設整備】
　　　　　　　　　　（第１７号様式の２）【施設整備以外】
（２）地域材利用実績（第１８号様式）【施設整備】
（３）精算額一覧表（第１９号様式）
（４）精算額算出内訳書（第２０号様式）
（５）収支精算書（第２１号様式）
（６）歳入歳出決算書（見込書）抄本（市町村のみ）
（７）契約書又は見積書の写し
（８）写真
（９）目的物引渡書の写し【施設整備】
（10）検査調書の写し【施設整備以外】
（11）領収書又は請求書の写し
（12）財産管理台帳の写し
（13）民間事業者が市町村長に対して行う実績報告書等の写し
（14）その他知事が必要と認める書類

　　年度大分県介護サービス基盤整備事業費補助金実績報告書

大分県知事　　　　　　　　　　　　　　　　殿

記

　　　 番           号

- 32 -



第１７号様式の１（第１１条関係）【施設整備】

１　対象施設の概要
　（１）施設の名称及び所在地
　（２）施設の種類
　（３）設置法人（経営主体）及び所在地
　（４）施設の定員

２　施設整備費に係る事業実績
　（１）施設の規模及び構造
　　○地域密着型サービス等整備助成事業
　　　ア　整備事業
　　　　（ア）敷地面積 ㎡
　　　　（イ）敷地の所有関係（自己所有地・借地・買収（予定）地の別）
　　　　（ウ）建物の面積 建築面積 ㎡ 延面積 ㎡
　　　　（エ）建物の構造 （　　　　　　　造）

（注）１　各室ごとに室名及び面積を明らかにした表を添付すること。
（注）２　配置図及び各階平面図を添付すること。

　　○既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業
　　　＜既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修支援事業＞
　　　ア　改修事業
　　　　（ア）改修床数

定員 名 （うち、改修床数 名）
　　　　（イ）ユニット化改修方法

（　個室　・　多床室　）→
※どちらかに○をつけること。

　　　　（ウ）改修後の居室床面積（１人あたり）
㎡

　　　イ　仮設施設工事
　　　　（ア）建物の面積 建築面積 ㎡ 延面積 ㎡
　　　　（イ）建物の構造 （　　　　　　　造）

（注）１　各室ごとに室名及び面積を明らかにした表を添付すること。

　　　＜既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修支援事業＞
　　　ア　改修事業
　　　　（ア）改修床数

定員 名 （うち、改修床数 名）
　　　　（イ）プライバシー保護の方法（改修方法）（　壁　・　建具　）

（注）１　建具による仕切りは可。家具やカーテンによる仕切りは不可。
　　　　（ウ）居室の床面積（１人あたり）

改修前 ㎡ 改修後 ㎡
（注）１　内法での測定によることとする。
（注）２　各室ごとに室名及び面積を明らかにした表を添付すること。

　　　イ　仮設施設工事
　　　　（ア）建物の面積 建築面積 ㎡ 延面積 ㎡
　　　　（イ）建物の構造 （　　　　　　　造）

（注）１　各室ごとに室名及び面積を明らかにした表を添付すること。

事　　業　　実　　績　　書

ユニット化
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　　　＜介護療養型医療施設等転換整備支援事業＞
　　　ア　転換整備事業
　　　　（ア）転換する施設の種類

　　　　（イ）転換床数 床
　　　　（ウ）転換の区分（　創設　・　改築　・　改修　）
　　　イ　解体撤去工事（既存施設に係るもの）
　　　　（ア）建物の面積 建築面積 ㎡ 延面積 ㎡
　　　　（イ）建物の構造 （　　　　　　　造）
　　　　（ウ）建築年月日
　　　　（エ）補助金の区分（昭和○○年度：県費・国庫・民間・自己資金・その他）
　　　　（オ）処分（取壊し）年月日

（注）既存施設の解体撤去工事がわかるものを添付すること。
　　　ウ　仮設施設工事
　　　　（ア）建物の面積 建築面積 ㎡ 延面積 ㎡
　　　　（イ）建物の構造 （　　　　　　　造）

（注）１　各室ごとに室名及び面積を明らかにした表を添付すること。

　　○介護職員の宿舎施設整備事業
　　　ア　整備事業
　　　　（ア）敷地面積 ㎡
　　　　（イ）敷地の所有関係（自己所有地・借地・買収（予定）地の別）
　　　　（ウ）宿舎施設の定員数 名
　　　　（エ）建物の面積 建築面積 ㎡ 延面積 ㎡

　※バルコニー、廊下、階段等共有部分を含む。

◎補助金算出上の限度面積（職員1定員あたり延べ床面積33㎡） 0 ㎡
　　　　（オ）建物の構造 （　　　　　　　造）

（注）１　各室ごとに室名及び面積を明らかにした表を添付すること。
（注）２　配置図及び各階平面図を添付すること。

　（２）支出済事業費総額
　　　ア　主体工事費 円
　　　イ　工事事務費 円
　　　ウ　小計（本体工事費） 円
　　　エ　介護用リフト等特殊
　　　　　 付帯工事費 円
　　　　　　（介護用リフト工事費） 円
　　　　　　（介護用リフト工事費）　 　　　　　） 円
　　　オ　解体撤去工事費及び
　　　　　仮設施設整備工事費
　　　　　　（解体撤去工事費） 円
　　　　　　（仮設施設整備工事費） 円
　　　カ　その他の工事費 円
　　　キ　地域交流スペース 円
　　　ク　合　　　　計 円

（注）工事費費目別内訳書を添付すること。
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　（３）施行期間
　　　ア　契約年月日
　　　イ　着工年月日
　　　ウ　竣工年月日
　　　エ　事業開始年月日
　　　オ　解体撤去工事関係
　　　　（ア）着工年月日
　　　　（イ）完了年月日
　　　カ　仮設施設工事関係
　　　　（ア）工事期間
　　　　（イ）仮設施設の使用期間

　（４）その他参考事項
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第１７号様式の２（第１１条関係）【施設整備以外】

１　対象施設の概要

（１）対象施設の名称及び所在地

（２）施設の種類

（３）設置法人（経営主体）及び所在地

（４）入所（利用）定員

（５）開設（増員）年月日又は転換年月日

　 　　　　　年　　月　　日

２　事業概要（補助対象事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（１）事業実施状況

（２）対象経費支出済額内訳

（単位：円）

事　業　実　績　書

現在定員
（補助事業実施前）

増加定員
（補助事業実施後）

合　　計

人　 人　 人　

合　計 0

実施期間 　　　　　年　　月　　日　　～　　年　　月　　日

実施概要

経費区分
対象経費
支出済額

積算内訳
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第１８号様式（第１１条関係）

地域材利用実績

延床面積 事 業 費

市町村名 大 字 (ｍ2) (千円) 木 造
非木造

（内装等
木質化）

合 計 有無 箇所

1

2

3

4

5

6

7

（注）１．棟別に記入する（ただし、同規格の施設が多数ある場合はその限りではない）

備    考構  造 階数 棟数

         地域材使用量 （ｍ3） 内装等の木質化の有無

木造化ができない理由No. 施 設 等 種 別 事 業 主 体
施　　設　　名

(　棟　名　称　)

工 事 場 所
新築、増

築、改築、
修繕別
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第１９号様式（第１１条関係）

市町村名又は事業者名

Ｎｏ．
事業名

（別表から転記）
１　区分

（別表から転記）
施設等種別 施設等の名称 精算額

1

2

3

4

5

6

7

8

0

　　年度大分県介護サービス基盤整備事業費補助金　精算額一覧表

補助金精算額
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第２０号様式（第１１条関係）

市町村名

事業者名

（単位：円）

総事業費
寄付金その他

の収入額
差引額

補助対象経費の
実支出額

別表に定める
「２　補助単価」

別表に定める
「３　単位」

補助基準額
補助基本額
（選定額）

補助基本額
×補助率

補助所要額
（申請額）

※千円未満切捨

交付決定額
補助金受入

済額
交付残額

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ＝E×Ｆ H I J K L=J-K

1 0 0 0

2 0 0 0

3 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

（注）H欄はＣ欄、Ｄ欄及びＧ欄を比較して最も低い額とすること。

（単位：円）

総事業費
寄付金その他

の収入額
差引額

補助対象経費の
実支出額

別表に定める
「２　補助単価」

別表に定める
「３　単位」

補助基準額
補助基本額
（選定額）

補助基本額
×補助率

補助所要額
（申請額）

※千円未満切捨

交付決定額
補助金受入

済額
交付残額

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ＝E×Ｆ H I J K L=J-K

1 0 0 0

2 0 0 0

3 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

（注）H欄はＣ欄、Ｄ欄及びＧ欄を比較して最も低い額とすること。

（単位：円）

総事業費
寄付金その他

の収入額
差引額

補助対象経費の
実支出額

（市町村補助額）

別表に定める
「２　補助単価」

別表に定める
「３　単位」

補助基準額
補助基本額
（選定額）

補助基本額
×補助率

補助所要額
（申請額）

※千円未満切捨

交付決定額
補助金受入

済額
交付残額

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ＝E×Ｆ H I J K L=J-K

1 0 0

2 0 0

3 0 0

0 0 0 0 0

（注）H欄はＤ欄及びＧ欄の額を比較して低い額とする。

※行が足りない場合は、行を追加して作成すること。

事業名（別表から転記）
区分名（別表から転記）

１　直接補助事業（県が事業実施主体である市町村に補助する事業）

　　年度大分県介護サービス基盤整備事業費補助金　精算額内訳書

№ 施設等種別 施設等の名称

合　　計

２　直接補助事業（県が事業実施主体である民間事業者に補助する事業）

№ 施設等種別 施設等の名称

合　　計

３　間接補助事業（県から補助を受けた市町村が、事業実施主体である民間事業者に補助する事業）

№ 施設等種別 施設等の名称

合　　計
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第２１号様式（第１１条関係）

１　収　入

項目

計

２　支　出

項目

計 0 0 0

精算額 備考

備考増減精算額 予算額

（単位：円）

（単位：円）

予算額 増減

収　支　精　算　書

0 0 0
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※減額確定でない場合は、不要な事項は削除して作成すること。

※減額確定の場合は、補助条件を明示すること。（要綱第５条の規定を転記）

　　　年　　月　　日付け第　　　　　　号で提出のあった　　年度大分県介護サー
ビス基盤整備事業費補助金実績報告書に基づき、　　年　　月　　日付け　　第
号による交付決定通知に係る補助金の額　　　　　　　円については、（補助金の額
を　　　　　円に変更交付決定し、）金　　　　円に確定したので、大分県介護サー
ビス基盤整備事業費補助金交付要綱第１２条の規定により通知します。

第２２号様式（第１２条関係）

　　年度大分県介護サービス基盤整備事業費補助金額の確定通知書

　　　 番           号

　　　 年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

大分県知事
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